
資料３

不妊治療をめぐる現状



日本の出生数と合計特殊出生率の推移

○ 平成23年は、出生数105万806人、合計特殊出生率1.39。平成17年に1.26と過去最低を
記録してから微増傾向にあるが、なお楽観できない状況。
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万 出生数 合計特殊出生率

第1次ベビーブーム
（昭和22～24年）
最高の出生数

2,696,638人

昭和41年
ひのえうま

1,360,974人

第2次ベビーブーム
（昭和46～49年）

2,091,983人
1.57ショック（平成元年）

1,246,802人

4.32

1.58
2.14

1.57
1.26

資料：厚生労働省「人口動態統計」、総務省「平成23年10月１日現在推計人口」

平成23年
最低の出生数

1,050,806人

1.39

平成17年
最低の合計
特殊出生率



母親の年齢（割合）の推移

およそ10年間で、母親の年齢が35歳以上の出産の割合は倍増している。
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14歳以下 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上

平成12年

平成23年

母親が35歳以上での出産の割合
平成12年 平成23年
１１．９％ → ２４．７％

母親が40歳以上での出産の割合
平成12年 平成23年
１．３％ → ３．６％

出生時における母親の年齢（５歳ごと）

（厚生労働省人口動態統計より）



不妊治療について
Ⅰ 保険適用されている不妊治療

①排卵誘発剤などの薬物療法、②卵管疎通障害に対する卵管通気法、
卵管形成術、③精管機能障害に対する精管形成術

１．人工授精
精液を注入器を用いて直接子宮腔に注入し、妊娠
を図る方法。夫側の精液の異常、性交障害等の場
合に用いられる。精子提供者の種類によって、
（１）配偶者間人工授精（AIH）
（２）非配偶者間人工授精（AID）
に分類される。

２．体外受精
体外受精には
・IVF-ET（体外受精、胚移植）
・ICSI（顕微授精。卵細胞質内精子注入法）

といった方法がある。日本では配偶者間において
のみ行われている。

Ⅱ 保険適用されていない不妊治療

体外受精の実施数（平成２２年）

治療のべ件数（人） 出生児数（人）
胚移植から出生に
至る確率（％）

新鮮胚（卵）を用いた治療 ６７，７１４ ４，６５７ １５．９

凍結胚（卵）を用いた治療 ８３，７７０ １９，０１１ ２２．４

顕微授精を用いた治療 ９０，６７７ ５，２７７ １３．５

合 計 ２４２，１６１ ２８，９４５ ―

資料）日本産科婦人科学会が集計した平成２２年実績

（注：胚移植から出生に至る確率は、体外受精を実施した患者について、子どもの出生に至った件数を子宮内への受精卵移植を実施した
件数で割った数値である。）



体外受精による出生児数の推移

年 体外受精出生児数（人） 総出生児数（人） 割合（％）

２００４年（H１６） １８，１６８ １，１１０，７２１ １．６４

２００５年（H１７） １９，１１２ １，０６２，５３０ １．８０

２００６年（H１８） １９，５８７ １，０９２，６７４ １．７９

２００７年（H１９） １９，５９５ １，０８９，８１８ １．８０

２００８年（H２０） ２１，７０４ １，０９１，１５６ １．９９

２００９年（H２１） ２６，６８０ １，０７０，０３５ ２．４９

２０１０年（H２２） ２８，９４５ １，０７１，３０４ ２．７０

（注：体外受精出生児数は、新鮮胚（卵）を用いた治療数、凍結胚（卵）を用いた治療及び顕微授精
を用いた治療の合計であり、日本産科婦人科学会の集計による。総出生児数は、人口動態統計
による。）



男性不妊

人工授精

体外受精

顕微授精

精管形成術

不妊治療の流れ（概略図）
特定不妊治療 保険適用となっている領域

一般的な不妊検査

機能性不妊女性不妊

腹腔鏡検査

開腹・腹腔鏡下手術

薬物療法 腹腔鏡検査

卵管形成術

子宮卵管造影
通気・通水

体外受精

排卵誘発剤
などの
薬物療法

卵管不妊 排卵障害

人工授精 体外受精体外受精人工授精

子宮内膜症



不妊に悩む方への特定治療支援事業について

○ 要旨 不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額な医療費がかかる、配偶者間の不妊治
療に要する費用の一部を助成

○ 対象治療法 体外受精及び顕微授精（以下「特定不妊治療」という。）
○ 対象者 特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込みがないか、又は極めて少ないと医

師に診断された法律上の婚姻をしている夫婦
○ 給付の内容 １回１５万円（凍結胚移植（採卵を伴わないもの）及び採卵したが卵が得られない等

のため中止したものついては、１回７.５万円）、
１年度目は年３回まで、２年度目以降年２回まで、通算５年、通算１０回を超えない

○ 所得制限 ７３０万円（夫婦合算の所得ベース）
○ 指定医療機関 事業実施主体において医療機関を指定
○ 実施主体 都道府県、指定都市、中核市

（全都道府県・指定都市・中核市において既に開始済み）
○ 補助率 １／２（負担割合：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２）

平成１６年度創設 支給期間２年間として制度開始
平成１８年度 支給期間２年間を５年間に延長
平成１９年度 給付金額を1年度あたり１回１０万円、

２回までに増額、所得制限額を
（６５０万円 → ７３０万円）引き上げ

平成２１年度補正予算 給付額１０万円→１５万円
平成２２年度予算 給付額１５万円を継続
平成２３年度予算 １年度目を年３回に拡充
平成２５年度予算案 凍結胚移植(採卵を伴わないもの)等の給

付額を見直し（１５万円→７．５万円）

平成１６年度 １７，６５７件
平成１７年度 ２５，９８７件
平成１８年度 ３１，０４８件
平成１９年度 ６０，５３６件
平成２０年度 ７２，０２９件
平成２１年度 ８４，３９５件
平成２２年度 ９６，４５８件
平成２３年度 １１２，６４２件

１．事業の概要

２．沿 革 ３．支給実績



特定不妊治療助成事業における助成対象者の状況(平成23年度)

件 数

延べ件数 １１２，６４２件

実人員数 ６８，２６１人

1人あたり平均助成件数 １．６５回

年 齢 延べ件数 割 合

～24歳 238件 0.2%

25～29歳 6,137件 5.4%

30～34歳 26,961件 23.9%

35～39歳 45,392件 40.3%

40～44歳 30,040件 26.7%

45歳～ 3,868件 3.4%

不明 6件 0.0%

合計 112,642件 100.0%

年間助成回数 実人員数 割 合

１回 32,353人 47.4%

２回 28,740人 42.1%

３回 7,168人 10.5%

合 計 68,261人 100.0%

助成年数 実人員数 割 合

１年目 34,035人 49.9%

２年目 19,533人 28.6%

３年目 9,204人 13.5%

４年目 3,866人 5.7%

５年目 1,623人 2.4%

合 計 68,261人 100.0%



「不妊に悩む方への特定治療支援事業」の実施医療機関指定要件指針について

（１） 必ず有すべき施設・設備
○ 採卵室・胚移植室 ○ 培養室 ○ 凍結保存設備 ○ 診察室・処置室

（２） その他の望ましい施設
○ 採精室 ○ カウンセリングルーム
○ 検査室（特に、精液検査、精子浮遊液の調整等、不妊治療に関する検査を行う設備を設置した室）

（３） その他の要件
○ 自医療機関の不妊治療の結果による妊娠に関しては、妊娠から出産に至る全ての経過の把握および日
本産科婦人科学会に対する報告を行っている医療機関であること。
○ 倫理委員会 を設置することが望ましい。その委員構成等については、日本産科婦人科学会の会告「生殖
補助医療実施医療機関の登録と報告に関する見解」に準ずることとする。ただし、自医療機関で十分な人員
は確保できない場合には、他の医療機関・大学等に設置されている、上記会告に準じた倫理委員会に審査
を委託してもよいこととする。 等

１．実施医療機関の具備すべき施設・設備基準

（１） 配置が必要な人員
○ 実績責任者（１名） ○ 実施医師（１名以上、実績責任者と同一人でも可） ○ 看護師（１名）

（２） 配置が望ましい要員
○ 配偶子、受精卵及び胚の操作・取扱い、並びに培養室、採精室及び移植室などの施設・器具の準備・保守
の一切を実際に行う、生殖補助医療に精通した技術者（いわゆる胚培養士）
○ 患者（夫婦）が納得して不妊治療を受けることができるように、不妊治療の説明補助、不妊治療の選択の
援助、不妊の悩みや不妊治療後の妊娠・出産のケア等、患者（夫婦）を看護の側面から支援する者（いわゆ
るコーディネーター）
○ 心理学・社会学等に深い造詣を有し、臨床における心理カウンセリング又は遺伝カウンセリング等の経験
を持ち、患者（夫婦）をカウンセリングの側面から支援できる技術を持つ者（いわゆるカウンセラー） 等

２．実施医療機関の配置すべき人員の基準

※指定を行った医療機関については、３年を目途に、要件に照らして再審査を行うものとしている。
※指定医療機関数 ５７４ （平成２４年７月１日現在）



不妊専門相談センター事業

○ 対象者

不妊について悩む夫婦等を対象

○ 事業内容

（１）不妊について悩む夫婦に対し、専門的知識を有する医師などが、医学的な相談や心の悩むについて指導を行う。

（２）不妊について悩む夫婦に対し、診療機関毎の不妊治療の実施状況などに関する情報提供を実施。

（３）不妊相談を行う専門相談員の配置。

（４）その他不妊相談に必要な事項

○ 実施担当者

不妊治療に関する専門的知識を有する医師、心理に関して知識を有する者等

○ 実施場所

医療機関、保健所等において実施（実施主体：都道府県・指定都市・中核市）

全国６１ヵ所（平成２４年度） ※自治体単独も含む

○ 相談実績

２３年度：２２，０９３件（内訳：電話１０，５１１件、面接６，８３０件、メール３，６５６件、その他１，０９６件）

（相談内容） ・不妊症の検査・治療（６，７７９件） ・費用や助成制度に関すること（６，５０７件）

・不妊の原因（１，９０３件） ・不妊治療を実施している医療機関の情報（１，７２４件）

・家族に関すること（１，５１７件） ・主治医や医療機関に対する不満（９６６件）

・世間の偏見や無理解による不満（７１７件）

※ 「母子保健医療対策等総合支援事業」のメニューとして実施。平成25年度予算案：約92億円の内数


